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問合せ先　□市 総合政策グループ（情報担当）　☎52－1111（内線8069）

問合せ先　□市 行政グループ　☎52－1111（内線301）

請求（申出）に基づき公文書を公開する「情報公開制度」。平成26年度は８人（法人などを含む。）から、全体
で11件の請求（申出）があり、その内訳は表のとおりです。なお、不服申立ては０件でした。

市の政策などの案の内容や趣旨などを立案の時点で公表し、広く市民の皆さんから意見を募集して、その意見に
対する市の考え方を公表する「パブリックコメント制度」。平成26年度の状況は表のとおりです。

市が個人情報を適正に取り扱うルールであるとともに、だれもが自分の情報の開示・訂正などを請求できるとし
て個人の権利利益を保護する「個人情報保護制度」。
平成26年度の状況は表のとおりです。なお、自己情報の訂正請求や利用停止請求、不服申し立てについては0件でした。

※結果欄の「修正」とは、意見に基づいて原案を修正したもので、「原案どおり」とは、意見を検討しましたが、原案どおりとさせてい
　ただいたもので、「意見承り」とは、原案の内容以外の意見を承った場合です。
※パブリックコメントの実施対象であっても、緊急または迅速に策定を行う必要があるなどのため、パブリックコメントを実施しなかっ
　た政策などは、０件でした。     

情報公開制度実施状況

パブリックコメント制度運用状況

個人情報保護制度運用状況

個人情報の取扱事務の登録状況 自己情報の開示請求の状況

平成26年度
情報公開制度・パブリックコメント制度・個人情報保護制度について
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原案どおり
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０件
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（注）１　世帯構成員中２人以上に所得がある場合は、所得割課税額の合算額    
　　　２　年度途中に入園または退園した場合は、月割額による支給    
　　　３　実際に支払う授業料の額が補助額に満たないときは、その支払い額を限度額として補助    
　　　４　市民税所得割額は、住宅ローン控除を受ける前の額    
　　　５　区分Ⅲ、Ⅳは子どもの数が増減する場合は、基準額も増減    

私立幼稚園など就園奨励費補助金
別表（１）

別表（2）

Ⅲ

Ⅰ

生活保護法の規定による保護を受けてい
る世帯及び中国残留邦人等の円滑な帰国
の促進及び永住帰国後の自立の支援に関
する法律による支援給付受給世帯

当該年度に納付すべき市民税の所得割課
税額が約７７，１００円の世帯

Ⅱ

年額　２１１，０００円

Ⅳ 当該年度に納付すべき市民税の所得割課税額が約２１１，２００円の世帯

区　　　　　　　　分

年額　１８５，０００円

当該年度に納付すべき市民税が非課税と
なる世帯及び市民税の所得割が非課税と
なる世帯

年額　３０８，０００円

小学校１年生から３年生の兄・
姉を１人有しており、同一世帯
から２人以上就園している場合
の左記以外の園児及び小学校１
年生から３年生に兄・姉を２人
有している園児（第３子以降）

小学校１年生から３年
生の兄・姉を１人有し
ており、就園している
場合の最年長者

（第２子）

上記区分以外の世帯

補　　助　　限　　度　　額

年額　３０８，０００円年額　２９０，０００円

年額　１５４，０００円 年額　３０８，０００円

年額　３０８，０００円

年額　３０８，０００円

年額　１１５，２００円当該年度に納付すべき市民税の所得割課
税額が約７７，１００円の世帯 年額　２１１，０００円

当該年度に納付すべき市民税が非課税と
なる世帯及び市民税の所得割が非課税と
なる世帯

Ⅰ

生活保護法の規定による保護を受けてい
る世帯及び中国残留邦人等の円滑な帰国
の促進及び永住帰国後の自立の支援に関
する法律による支援給付受給世帯

年額　１８５，０００円

同一世帯から２
人以上就園して
いる場合の次年
長者

（第２子）

区　　　　　　　　分

１人就園の場合
及び同一世帯か
ら２人以上就園
している場合の
最年長者
（第１子）

年額　 ６２，２００円

Ⅱ

年額　１５４，０００円

年額　３０８，０００円

補　　助　　限　　度　　額

年額　３０８，０００円

同一世帯から３
人以上就園して
いる場合の左記
以外の園児

（第３子以降）

Ⅳ 当該年度に納付すべき市民税の所得割課税額が約２１１，２００円の世帯

上記区分以外の世帯

Ⅲ

ー

年額　３０８，０００円

年額　３０８，０００円

年額　２７２，０００円 年額　２９０，０００円 年額　３０８，０００円


